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安上がりで効果的な政策手段として「ナッジ」が注目されている。ナッジは「選択を禁じ

ることも、経済的インセンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測可能な形で

変える選択的アーキテクチャの全様相」（吉良 2022）と定義され、日本国内でも国家・地方

自治体の政策手段として積極的に採用されている(環境省 n.d.; 神奈川県 n.d.; 横浜市 

n.d. )。さらには、企業もナッジによる社会実験を開始している（三菱 UFJ リサーチ＆コン

サルティング 2022; 日立製作所・西日本鉄道 2022; NTT ドコモ・立命館大学・一橋大学 

2022）。 

本ワークショップでは、倫理学者・情報倫理学者・法哲学者らがナッジをめぐって討論す

る。倫理学者は、ナッジをめぐる議論は新味がないと批判する。また、情報倫理学者は、透

明性を向上させるだけではナッジの邪悪さを中和できない場合がり、さらに一般にパター

ナリズムである限りはパターナリズムの「邪悪さ」を免れない局面があると主張する。ナッ

ジを擁護する法哲学者はこれら疑問・批判を強力に退ける。 

 

情報倫理学者のナッジ批判 

 

 本発表においては、ナッジを支持する法哲学者吉良貴之にナッジに関する疑問を質すた

め、ナッジとその擁護論に関する疑問点を示すこととする。 

 強力にナッジを推奨する政治学者 Cass Sunstein は、著書 The Ethics of Influence（邦

訳『ナッジで、人を動かす』）（Sunstein 2016=2020）で、ナッジにまつわる倫理的疑問に解

答しようとしている。その重要なポイントは、①国家が重視し促進すべき４つの価値（福利、

自律、尊厳、自治（自己統治））のいずれかを損なうようなナッジは、政策としては認めら

れないこと、②ナッジの正当性（正統性）は透明性に支えられること、③選択のための訓練

や学習が自由のためには重要でナッジはそれを促進すべきものであること、④影響力によ

って人々の行動を変更する点ではよく似ている操作とナッジとを区別するのは、人々の熟

慮能力を妨げるか妨げないかという点にある（「操作とは人々の選択に影響を与えようとす

る行為で、『人々が自ら思考し、熟慮する力を充分活用、発揮することができないような形

の』もの」（Sunstein 2016=2020: 122）――という点にあるように思われる。吉良（2022）

においても、②の論点、ナッジの正統性は透明性によって支えられ、透明性がナッジされる



者の自律や尊厳を尊重する根拠となり、「科学化」された行政国家における社会実験として

のナッジについて、失敗に学び改善するための重要な契機であると説明される。 

そうすると、Sunstein の４つの価値の促進、および妨害の禁止という原則を前提とする

と、政治的意思決定に対するナッジや、重要な自律の領域――たとえば、結婚や性的パート

ナーの選択、妊娠の継続などに対するナッジ、すなわち、自律や自治（自己統治）に影響を

及ぼすようなナッジを行ってはならないことになる。社会によっては、刑罰などの威嚇（強

制力）によってこれらの自律や自治（自己統治）に影響を与えるような政策や法が存在する

ものの、Sunstein のナッジに対する倫理的要求を真剣に受け取るならば、これをナッジで

置き換えることは許容されないように思われる。他者危害原則を置く限り、そもそも当事者

以外にかかわらないこと（Mill（1869）においては、「自己にかかわる」（self-regarding）

1とされるが、結婚や性的パートナーの選択のように複数人がかかわる事柄も自律的プライ

バシーの領域のもの）について、特定の価値にしたがって、強制力によってもナッジによっ

ても干渉するべきではないことになるだろう。これは、Sunstein のナッジに関する制約通

りで、これに反するナッジはそもそも邪悪だということになるだろう。つまり、自律や自治

を侵すナッジは Sunstein（2016=2020）にしたがって、邪悪なパターナリズムとなるだろう。 

 このように、Sunstein(2016=2020)においては、ナッジはあくまでも政府の政策的手段と

して、4 つの価値を促進し、少なくとも阻害しないことを求めるという大きな枠組みを設定

している。この前提を認めると、政府以外のナッジは邪悪ではないかもしれないが、一種の

越権行為的なものとなるかもしれない。 

しかしながら、現在ナッジに関しては、とくに政策的手段に限定せず、「選択を禁じるこ

とも、経済的インセンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測可能な形で変え

る選択的アーキテクチャの全様相」（吉良 2022）として、政府以外の主体が人々の行動に

影響を及ぼし、予測可能な形でそれを変容させる試みは、ナッジと呼ばれ、すでに前書きで

述べたように、実際に企業によってナッジによる社会的課題解決が図られるようになって

いる。具体的には、次のような事例がある（これらの事例について、富士通研究所佐藤陽氏

のご教示に感謝する）。 

・日立製作所と西日本鉄道（西鉄）による鉄道・バス利用者の行動変容社会実験（日立製

作所・西日本鉄道 2022） 

 ・NTT ドコモと立命館大学・一橋大学による混雑・渋滞緩和に資する行動変容を促す情報  

配信手法に関する実証実験（NTT ドコモ・立命館大学・一橋大学）  

 
1 Mill(1869=2020)においては、”self-regarding”のほかにも、"concerns only 

himself"などの表現で本人（当事者）のみにかかわる事柄について言及される。”Self-

regarding”の訳語を見ると、関口正司訳（Mill(1869=2020)）においては、「本人にしか

かかわらない」（Mill 1869=2020: 35）、「行為者本人に関する徳（self-regarding 

virtue」（Mill 1869=2020: 169）、「その人物自身にかかわる資質や欠陥（self-regarding 

qualities and deficiencies）」（Mill 1869=2020: 171）、「自分自身にかかわる欠点」

（self-regarding faults）（Mill 1869=2020: 175）など。 



たとえば、これらの事例のうち、日立製作所と西鉄の事例においては、経路の最適化と渋

滞・混雑の緩和を行うというユーザー全体における改善された状態を目指して個々のユー

ザーの行動の変容がめざされる（上記の NTT ドコモの事例はまだ具体性に欠けることから

論評しない）。ユーザーに対しては、たとえば、検索したルートが混雑していた場合には、

「健康志向の高い人」「地元への貢献意識が高い人」など、それぞれの特性に応じて寄り道

先を提案するなどの機能もある。ユーザーにとっては混雑回避という利益が実現され、ただ

選択肢としてルートを指示されるだけでなく、それぞれの条件や希望に応じて熟慮する機

会が与えられている点では、促進すべき４つの価値のうち、少なくとも福利・自律・尊厳を

満たしているように思われる。 

民間企業がナッジを行う場合に関しては、Sunstein のナッジに関する解説と引き比べる

と、次のような論点がありそうである。 

１）Sunstein は政府による政策におけるナッジのみを認めているように見えるが、民間

企業がナッジを活用することには問題はないのか。民間企業が、個人や社会の福利・自律・

尊厳・自治に関する公正な判定者であると保証する根拠がない中で、民間企業がナッジを利

用することに問題はないのだろうか。 

２）ナッジが促進すべき４つの価値のうち、「自治」――つまり、「自分たちの指導者」（本

件の場合はナッジを提供する民間企業）をコントロールする手段が十分に与えられている

かどうか疑問が残る。おそらく、この「自治」の問題は、３）の透明性の問題とかかわる。

ユーザーに対して、どのような情報がどのように提供され、ユーザーがナッジ提供者に対し

てどのように働きかける経路・手段があるかという問題に、この「自治」の問題は置き換え

られるように思われる。 

３）民間企業のナッジは十分に透明性が確保されない可能性があるだろう。つまり、ナッ

ジを行っている事実は示されても、ほかの企業に対する競争優位を得るためには、コンピュ

ータプログラムの働きを通じてナッジのコーディネーションを行っているとした場合、こ

のコンピュータプログラムの働き（アルゴリズム）は隠されるのではないか。または、「透

明性」の意味が違うのかもしれない。アルゴリズムの公開そのものは、実際には十分利用者

にその自分にとっての意義がわからないかもしれない。ナッジにおける透明性といった場

合、ナッジする者（ナッジ提供者）には何が求められるのか――つまり、どのような責任を

負うべきなのか。 

ここで、吉良先生に対しては、次の２つの疑問を提示したい。 

（１）ナッジを行う主体の種類は限定されるのか。主体の違いによってナッジに求められ

る性質や、ナッジにかかわる問題には違いが生じるか。 

（２）民間企業におけるナッジの透明性とは何を意味するか。できるだけ具体的に教えて

いただけないだろうか。 

そのうえで、民間企業がナッジする主体として認められたとして、企業の営業秘密の問題

がクリアされたとしても、利用者に対して十分なナッジを与えようとする場合に、問題が生



じるケースがあることを示したい。 

 一般的に、民主政国家においては、少なくとも民間企業が複数参入し、国家とは一定の独

立を保ったうえで担わざるを得ない特定のサービスが存在するように思われる。言論・表現

にかかわる情報のアグリゲーションやコーディネートと言ったサービスである。言論・表現

の自由は、民主政においては経済的権利・自由に対して優越的地位を有し（芦部・高橋 2019: 

104-105, 202-206; 長谷部 114-117203-206）、言論・表現を行う者やそのアグリゲーショ

ンやコーディネートを行う主体は、国家からの一定の独立が必要であることは、いわば政治

学・倫理学の常識であるように思われる。言論・表現の分野におけるサービスについて、政

府が政策的ナッジを行うのは、従来の言論・表現の自由の理論による限り、言論・表現の自

由の促進に限られるように思われる。 

「フェイクニュース」と呼ばれたりもするインターネット上で流布される虚偽の言論や、

特定の属性を有する人々に対するヘイトスピーチに対抗するには、従来の個人の権利侵害

を根拠とする規制では不十分で、別種の政府規制が必要との意見がある。実際、ドイツにお

いては、ナチスを賛美する SNS 上の言論を規制する法律が制定され規制が行われている。と

ころが、鈴木（2019）は、権威主義的国家や民主政が十分に発達していない国家でこの規制

が模倣されて実施された結果として、政府批判が封じられるなどの悪影響が生じていると

指摘する。 

実際、日本国内においては、いわゆる「有害情報」――権利侵害的であったり、違法であ

ったりする情報の削除に関しては、プロバイダ責任制限法2を設け、どのような手続きを踏

めば、プロバイダがインターネット上の情報削除を行っても、情報発信者からの損害賠償請

求の責任を負わなくてはよいか定める（プロバイダ責任制限法 ３条１項・２項）ものの、

どのような情報が権利侵害や違法にあたりうるかという判断などについては、権利侵害を

受けたとされる者からの通報を起点として、業界団体とプロバイダの判断、判断が難しく紛

争が生じた場合は、裁判所の判断にゆだねることになっている(総務省 n.d.)。 

このように、情報の規制の問題を取ってみると、民主政国家においては、政府に簡単には、

言論・表現のアグリゲーションやコーディネートを任せることはできないから、言論・表現

のアグリゲーションやコーディネートは民間企業・団体が担わざるを得ない。 

現代社会における言論・表現のアグリゲーションやコーディネートとして、最重要のサー

ビスの一つは、サーチエンジンである。 

 サーチエンジンの検索結果表示アルゴリズムを考える。一般的に、検索結果表示アルゴ

リズムは、ユーザーがより満足すると推測される情報を上位に表示することで、検索を行う

ユーザーの利便性とともに、インターネットにおける情報過剰状態を整理することで社会

的利益も大きいと考えられる。そして、経済的インセンティブに大きく影響を与えず、ユー

ザーの情報検索・閲覧行動を予測可能な形で誘導する点で、十分ナッジの条件を満たす。 

 
2 平成 13 年法律第 137 号 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報

の開示に関する法律． 



March and Simon（1958: 136-171; 1993=2014: 174-214）は人間の認知限界（cognitive 

limit）から組織の階層構造の特徴が生じる（同時に覚えておける人数には限界があるので、

組織には階層構造をつくって、各部署をリーダーによって代表させるなどの必要がある）と

指摘したが、インターネットにおける情報過多状態に関しても、人間の認知限界への対応が

必要であって、ウェブの情報過多状態に対しては、ユーザーにとってより満足できる情報を

上位に表示し、時間をかけずにアクセスできるウェブサーチエンジンはよい解決である。 

ところが、ユーザーが満足すると推測される情報を与えることは、ユーザーに見たくない

情報を見ないことを許すので、自分が生きる社会における各種の問題のうち、自身に関心が

ないものをあらかじめ排除するフィルターバブルを引き起こすと批判されてきた（Pariser 

2011=2012; Sunstein 2001=2003; Sunstein 2009; Sunstein 2018=2019）。これはユーザー

の選択肢がパターナリズムによって不当に限定された結果とも解釈できる。 

それでは、C.R. Sunstein の透明性に関する 主張にしたがって、アルゴリズムの透明性

を向上させればナッジの邪悪さは減少するだろうか。今度はアルゴリズムを濫用し、検索結

果表示を不当な仕方で上位にしようとするウェブ情報提供者に有利になる可能性がある。

一般的に、ウェブ情報提供者は自らの情報を閲覧されるためにウェブで情報を提供してい

るし、多くのウェブサイトが広告を表示することでその運営費用のすべて、または一部を賄

っていることから、広告表示回数（つまり、ウェブの閲覧回数）を増加させたいという動機

づけを有する。そのため、ウェブ情報提供者は、自ウェブサイトをウェブサーチエンジンの

検索結果の上位にできるだけ表示されたいと考えるだろう。そのため、ウェブ情報提供者は、

ウェブサーチエンジンの検索結果の上位に表示されるため、検索結果表示アルゴリズムを

解析し、その解析結果に適合するように、ウェブサイトの情報を調整したり、外部から流入

するリンクを増加させたりする動機づけを有する。 

ところが、そのようにウェブサイト提供者が調整したウェブサイトの情報が、ユーザーに

とってほかの調整をしていないウェブサイトと比較して、より満足が高い内容である保証

はない。あくまでも、アルゴリズムが検索結果表示に利用するのは、ウェブユーザーが満足

しているかどうかという事実そのものやウェブユーザーの心理、ウェブサイトの情報内容

ではなく、それらを高い確率で代表すると考えられるウェブサイトが有する外形的特徴に

すぎない。この外形的特徴を模倣して、アルゴリズムを「騙す」ことが可能であるから、ア

ルゴリズムを公開した場合、その公開したアルゴリズムにフィットする外形的特徴が知ら

されることになるので、結果として、ユーザーにはあまり役に立たない情報内容のウェブサ

イトが検索結果の上位に表示される。 

著名な例は、Google が採用した「Page Rank」という検索結果表示アルゴリズムである

（Brin and Page 1998）。この検索結果表示アルゴリズムは、科学分野における引用分析に

よる重要論文の判定法を応用し、多数のウェブサイトに参照される（つまり、外部からのリ

ンクの流入が多い）ウェブサイトは重要であると判断して、検索結果上位に表示するものだ

った。当初この検索結果表示アルゴリズムは相当うまくいったものの、このアルゴリズムの



ことを知ったユーザーが、広告しか掲載されていないのに、自分で多数のウェブページを設

置し、そこから多数のリンクをこの広告しか掲載されていないページに張るなどの行為に

よって、検索結果表示ランキングを操作する事態が起きた。この結果検索結果上位に、ユー

ザーにとって満足のいかない、ユーザーが求めている情報が掲載されていないウェブサイ

トが表示されることとなった。これは、ウェブを閲覧するユーザーの便宜・利益にかなわな

いだけでなく、情報過多問題を解決するという全体的な利益にもかなわない。そのため、そ

の後、Google は検索結果表示アルゴリズムを秘匿し、アップデートすることを繰り返して、

上記のような不正なサーチエンジン最適化（SEO: Search Engine Optimization）3を避けて

きた。つまり、アルゴリズムを透明にすることを避けてきた。 

ウェブサーチエンジンのアルゴリズムを公開することによって、少なくとも、Sunstein が

あげるナッジが満たすべき重要な 4 つの価値のうち、ユーザーの福利と自律が低下し、結果

として全体の利益が下がる。少なくともユーザーは満足する情報にたどり着けない。また、

ウェブサーチエンジンは、ユーザーの行動の選択を決定する情報な情報を提供することか

ら、現代社会においては、十分に情報を与えられたうえでの意思決定――自律のための重要

な要素である。この意思決定が損なわれる可能性があるから、自律にも影響を与える4。す

なわち、ウェブサーチエンジンのアルゴリズムを公開し、「ナッジ」の透明性を増すことは、

ユーザーの福利と自律を低下させ、社会全体の利益も損なう可能性がある。 

なお、ただ数学的・論理的アルゴリズムやそれを実装したコードの公開を行っても、これ

は十分な知識を有する科学者やエンジニアが理解できるだけだから、サーチエンジンのプ

ロトコルの「プロ仕様」の透明性にすぎない。少なくとも、日常的言語によって理解できる

レベルでのプロトコルの公開が、透明性と自治（ユーザーの Google への働きかけ）には必

要であろう。しかし、すでに見たように、アルゴリズムの透明性は、個々のユーザーにとっ

ては、不正な SEO によるユーザーの福利と自律の低下を招くことから「邪悪さ」が生まれ、

情報過多状態を適切に解決できないことから、全体的な利益も損なう。 

そのため、たとえば、Citron and Pasquale（2014）が指摘するように、全体最適化とユ

ーザーの便宜を考える限り、アルゴリズムは透明にはなりえない。Sunstein はフィルター

バブル防止のためウェブ検索にセレンディピティを導入するよう要求する（Sunstein 

2018=2019）が、これは透明性やパターナリズムとは独立の問題である。結果として、ウェ

ブサーチエンジンにおけるナッジの透明性は著しく低くなる。 

 
3 SEO（Search Engine Optimization）については、福島（2003）などを参照。 
4 Schmidt and Engelton(2020)は、「選択の自由」「自発的（意思に関する）自律」「合理的

行為者性」「支配の不在」の４つの次元からナッジによる自律の毀損可能性を検討する。

本文の議論に従う限り、ウェブサーチエンジンによるナッジに関しては、透明性を増すこ

とはアルゴリズムを説明することで「選択の自由」「自発的（意思に関する）自律」「支配

の不在」に関して自律を保とうとする一方、意思決定に必要な情報を歪めて合理的行為者

性を損なうことであると評価できる。同論文に関しては、杉本俊介先生の要約を参照して

いる。記して謝意を表す。 



なお、Bucher(2018)が Pasquale(2015)を批判して、アルゴリズムはブラックボックスの

比喩でとらえるべきではないし、複数のアルゴリズムの相互作用やビジネス、制度、権力関

係などの複合的要因によって、アルゴリズムの不透明性が生じる「ことがある」と指摘する。

つまり、アルゴリズムは常に不透明なわけではないとする。また、自動化サービスを提供す

る側が「アルゴリズムは（サービス側にとっても）ブラックボックス」だと主張することで、

意図的に責任逃れを図るケースもあるという。しかし、ウェブサーチエンジンの「ブラック

ボックス」的な検索結果表示アルゴリズムは、上記のように、全体最適化とユーザーの便宜

のため、「ブラックボックス」であるとして、原理的にユーザーには公開できない性質を有

する。 

ここで、吉良先生に対する第 3、第 4 の質問である。 

（３）ウェブサーチエンジンにおける検索結果表示において、ユーザーの満足する可能性

が高い検索結果を上位に表示することはナッジの例として適切か。 

（４）ナッジの例として適切な場合、ウェブサーチエンジンの検索結果表示アルゴリズム

を公開してナッジの透明性を増すと、逆にユーザーの満足が低くなり、インターネットにお

ける情報過多問題を解決しようとすることもできなくなる。少なくとも、Sunstein があげ

るナッジが満たすべき重要な 4 つの価値のうち、福利と自律が低下する。ウェブサーチエン

ジンの例は、透明性によってはナッジの「邪悪さ」を解決できない例ではないか。 

すでに見たように、自律や自治を冒しうるナッジが存在しうるがそれらは、すでに

Sunstein のナッジの制約条件から邪悪である一方、上記のように、民間によるナッジは制

約条件からやや疑問が残り、企業の競争優位性の問題から、透明性に関しては実現されない

可能性がある。また、民主政国家において民間に残されるだろうコントロール領域の言論・

表現の場において、ウェブサーチエンジンの検索結果表示のコントロールが「ナッジ」であ

るならば、このナッジは透明性によっては、ユーザーの福利と自律を向上させない可能性が

ある。このような論点が、Sunstein のナッジの制約条件について考察すると問題になりえ

ると思われる。 

 

以上。 
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